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高齢者を支える医療制度
新しい受給者証や被保険者証を発送します
　現在使用している国民健康保険（国保）の高齢受給者証と後期高齢者
医療被保険者証は、７月31日㈰が有効期限です。引き続き対象となる人
には新しい受給者証や被保険者証を７月下旬に発送します。

問い合わせは　国保の高齢受給者については　国民健康保険課 ☎898-6249
	 後期高齢者医療制度については　同課 ☎898-6253

対象＝国民健康保険に加入している70 〜 74歳の人（後期
高齢者医療制度加入者を除く）
有効期間＝８月１日㈪～来年７月31日㈫か満75歳になる日
の前日まで
■自己負担割合
　受給者証に記載されている自己負担割合は、同一世帯に
おける70 ～ 74歳の国保加入者の前年の所得で決まります。
本年度の住民税課税所得が145万円未満の場合は２割（来
年３月31日までは１割）、145万円以上の場合は３割負担と
なります。（３割負担の人は下記自己負担割合の見直しを参
照）
■来年度から負担割合が変更に
　健康保険法などの改正で、負担割合が１割の人は来年４
月から２割になります。このため、受給者証の負担割合は
｢２割 (平成24年３月31日までは１割)｣ と表記しています。

国保の高齢受給者に新しい受給者証
対象＝75歳以上か65 ～ 74歳で一定の障害があり認定を受
けた人で、すでに後期高齢者医療被保険者証を持っている
人
有効期間＝８月１日㈪～来年７月31日㈫
■自己負担割合
　保険証に記載されている自己負担割合は、同一世帯にお
ける後期高齢者の前年の所得で決まります。本年度の住民
税課税所得が145万円未満の場合は１割、145万円以上の
場合は３割負担となります。（３割負担の人は下記自己負担
割合の見直しを参照）
■希望者には簡易書留で
　簡易書留による郵送を希望する人は、７月21日㈭までに
連絡してください。
■保険料を滞納すると
　保険料の滞納状況によっては、有効期間の短い被保険者
証を交付します。納付状況が改善しないときは、医療費が
一時全額負担になる資格証明書を交付することもあります。

後期高齢者医療被保険者に新しい保険証

　上記の自己負担割合が３割負担となる人は、下記のとおり収入に基づき見直します。
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　負担割合が３割の人で、次の条件のいずれかを満
たす場合は、申請すると負担割合が２割になります。

　負担割合が３割の人で、次の条件のいずれかを満た
す場合は、申請すると負担割合が１割になります。

国保の高齢受給者 後期高齢者医療被保険者

◦同一世帯に70 ～ 74歳の人が本人を含めて２人以上
◦その収入額の合計が520万円未満

条件2
◦同一世帯に後期高齢者が本人を含めて２人以上
◦その収入額の合計が520万円未満

条件2

◦同一世帯に①70 ～ 74歳の人が本人のみで②後
期高齢者が１人以上
◦①の収入額が383万円以上で①と②の収入額の
合計が520万円未満

条件3

◦同一世帯に①後期高齢者が本人のみで②70 ～
74歳の人が１人以上
◦①の収入額が383万円以上で①と②の収入額の
合計が520万円未満

条件3

※来年３月31日までは１割負担です

◦同一世帯に70 ～ 74歳の人が本人のみ
◦その収入額の合計が383万円未満

条件１
◦同一世帯に後期高齢者が本人のみ
◦その収入額の合計が383万円未満

条件１


